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人口の変遷（総人口は2050年には約1億人にまで減少）

（出典）1920年までは、国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」（1974年）、1920年からは総務省「国勢調査」。なお、総人口のピーク（2008年）に係る確認には、総務省「人口推計
年報」及び「平成17年及び22年国勢調査結果による補間補正人口」を用いた。2020年からは国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」を基に作成
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2100年（中位推計）
5,972万人

高齢化率 38.3%

2100年（高位推計）
7,285万人

2100年（低位推計）
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（万人） （推計）2015年

2008年にピーク
12,808万人

高齢化率 22.1%

○総人口は、2008年をピークに減少。2050年には約1億人にまで減少する見込み。
○ほぼ同人口であった1965年に比して年齢構造、産業・就業構造が大きく変化。
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1965年
9,921万人

高齢化率 6.3%



土地利用の変遷（有効に利用されない土地の増加）
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○高度成長期には農用地や森林等自然的土地利用から、住宅地等都市的土地利用への転換が進ん
だが、近年は開発圧力は低下する一方で、荒廃農地など有効に利用されない土地面積（その他の面
積）は増加傾向。
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（出典）土地利用現況把握調査より国土政策局作成

農地は減少傾向

宅地等は増加傾
向だが開発圧力
は低下傾向
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空き家の変遷
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○居住世帯のない住宅のうち、空き家は2018年に約850万戸と過去最高となっている。
○空き家の内訳を みると 「賃貸用の住宅」が 約433 万戸、 「売却用の住宅」が約29 万戸、別荘など
の 「二次的住宅」が約38万戸、「その他の住宅」が約349万戸となっている。

（出典）総務省統計局「平成30年住宅・土地統計調査」をもとに国土政策局作成



5（出典）国土交通省 住宅局 ホームページ 空家等対策の推進に関する特別措置法（概要）
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所有者不明土地の円滑化等に関する特別措置法の一部を改正する法律案

（出典）国土交通省 不動産・建設経済局 ホームページ
所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の一部を改正する
法律案（概要）

令和4年2月4日 閣議決定



災害リスクを踏まえた「安全なまちづくり」
※第４回資料（地域の防災）の再掲

（出典）国土交通省「第１１回都市計画・歴史的風土分科会、第１８回都市計画部会及び第１７回都市計画基本問題小委員会合同会議資料3（令和3年12月14日）」をもとに国土政策局作成
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◆災害ハザードエリアにおける開発抑制
（開発許可の見直し）
＜災害レッドゾーン＞
-都市計画区域全域で、住宅等（自己居住
用を除く）に加え、自己の業務用施設（店舗、
病院、社会福祉施設、旅館・ホテル、工場等）の
開発を原則禁止

＜災害イエローゾーン＞
-市街化調整区域における住宅等の開発許
可を厳格化（安全上及び避難上の対策等を許
可の条件とする）

区 域 対応

災害レッドゾーン
市街化区域
市街化調整区域
非線引き都市計画区域

開発許可を
原則禁止

災害イエローゾーン 市街化調整区域 開発許可の
厳格化

開発許可を
原則禁止

開発許可
の厳格化

既存の住宅
・施設の移転

災害レッドゾーン
・災害危険区域（崖崩れ、出水等）
・土砂災害特別警戒区域
・地すべり防止区域
・急傾斜地崩壊危険区域
・浸水被害防止区域
※R3年法改正により追加

開発許可を
原則禁止

【都市計画法、都市再生特別措置法】

※令和4年4月施行

災害イエローゾーン
・土砂災害警戒区域
・浸水想定区域（洪水等の発生時に
生命又は身体に著しい危害が生ずる
おそれがある土地の区域に限る。）

◆災害ハザードエリアからの移転の促進
-市町村による防災移転支援計画

市町村が、移転者等のコーディネートを行い、移転
に関する具体的な計画を作成し、手続きの代行
等

※上記の法制上の措置とは別途、予算措置を拡充
（防災集団移転促進事業の要件緩和

（10戸→5戸 等））

◆立地適正化計画の強化
（防災を主流化）
-立地適正化計画の居住誘導区域から災
害レッドゾーンを原則除外

-立地適正化計画の居住誘導区域内で行う
防災対策・安全確保策を定める「防災指
針」の作成
避難路、防災公園等の避難地、
避難施設等の整備、
警戒避難体制の確保等

【都市再生特別措置法】

【都市再生特別措置法】

居住誘導区域

市街化調整区域

災害レッドゾーン

市街化区域

災害イエローゾーン

※令和3年10月施行

※令和2年9月施行

※令和2年9月施行

都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和2年法律第43号）

〇 頻発・激甚化する自然災害に対応するため、災害ハザードエリアにおける開発抑制、移転の促進、
立地適正化計画と防災との連携強化など、安全なまちづくりのための総合的な対策を講じる。



荒廃農地面積の推移

13.1 13.2 13.3 13.3 13.6 13.6

5.9

7.4 7.7 7.8 8 8.1

0

2

4

6

8

10

12

14

16

H27 H28 H29 H30 R元 R2

農用地区域内の荒廃農地面積 うち再生利用が困難と見込まれる荒廃農地面積

（万ha）

（出典）農林水産省「平成27～令和２年の荒廃農地面積について（農林水産省農村振興局農村政策部地域振興課中山
間地域・日本型直接支払室作成）」をもとに作成

○農用地区域内の荒廃農地面積は近年横ばいで推移。
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農業従事者数

（出典）農林業センサス / 農林業センサス累年統計

※基幹的農業従事者とは、15歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者をいう。
注１ 「基幹的農業従事者」について、昭和35年から昭和55年は総農家、昭和60年から平成22年は販売農家、平成27年から令和2年は個人経営体における値である
注２ 昭和60年と平成27年に定義の見直しがありデータは非連続となっている 9

○基幹的農業従事者は長期的に減少傾向。
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担い手への農地の集積・集約化

（出典）農林水産省 「農地中間管理機構の実績等に関する資料（令和2年度版）」（令和3年6月）
10



人・農地など関連施策の見直し

（出典） https://www.maff.go.jp/j/keiei/hito_nouchi_minaoshi.html 農林水産省HPより
11



12

森林経営管理制度（概要）

（出典）林野庁 森林経営管理法（森林経営管理制度）について（令和2年4月）
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森林環境税及び森林環境譲与税

（出典）林野庁HP 森林環境税及び森林環境譲与税



これまでに公表した「流域水循環計画」の一覧

（出典） https://www.kantei.go.jp/jp/singi/mizu_junkan/kouhyou2/pdf/20211228_keikaku_list.pdf 首相官邸HPより
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グリーンインフラを活用した自然共生地域づくり

15（出典） 「国土交通グリーンチャレンジ（令和３年７月６日）」（概要）
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○2021年に実施された環境省による生物多様性の総合評価によると、わが国の生物多様性は、過去
50 年間損失 し続けている。 生態系によっては損失の速度は弱まりつつあるが、全体としては現在
も損失の傾向が継続している。

（出典）生物多様性及び生態系サービスの総合評価2021（環境省 2021年3月）

生物多様性の状態 ※第４回資料（自然環境）の再掲



17（出典）第３回次期生物多様性国家戦略研究会（環境省R2.6）

モニタリング10年間の調査の結果、チョウ類87
種の半分以上が減少傾向があり、その中にはご
く普通に見られていた種（オオムラサキ、ミヤマカ
ラスアゲハ、ジャノメチョウ・イチモンジチョウ）が
含まれていた。

図：全国でよく見られるチョウ類87種の各種
ごとの1年間の個体数増減率の内訳

図：動物類全種における絶滅危惧種数の推移

年を経るごとに、里地里山の絶滅危惧種数が増加

○絶滅危惧種として環境省レッドリストに掲載された里地里山を生息地とする動物種は1991年以
降30年で11.4倍に増加
○モニタリングサイト1000（環境省）による過去10年間の調査結果からチョウ類の約４割の種で個
体数が減少

里地里山の利用の減退に伴う生物多様性の劣化への影響
※第４回資料（自然環境災）の再掲



自然公園法の一部を改正する法律の概要
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（出典）環境省 自然公園法の一部を改正する法律（令和３年法律第29号） 概要



中山間地域等直接支払交付金

（出典） 農林水産省 地域づくり支援策集
19
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図：都道府県別に見た過去 10 年の鳥獣
被害額の増減状況

ニホンジカ等の個体数・分布・鳥獣被害額の状況
※第４回資料（自然環境）の再掲

図：ニホンジカ生息分布図

図：ニホンジカ（本州以南）の個体数推定

○ニホンジカやイノシシの推定個体数は増加傾向であったが、捕獲の強化が進み、平成26（2014年）をピーク
に減少傾向

○ニホンジカやイノシシの分布域は拡大。ニホンジカの分布域は昭和53年度から平成30年度までの40年間で
約2.7倍に拡大、平成26年度から平成30年度までに約1.1倍に拡大
（特にニホンジカは東北・北陸・中国地方、イノシシは東北・北陸・関東地方で拡大））

（出典）環境省報道発表 全国のニホンジカ及びイノシシの個体数推定等の結果について（上図：令和３年度、下図：令和２年度）

（出典：令和2年度食料・農業・農村白書）



野生鳥獣による農作物被害金額の推移

21
（出典）農水省ホームページ全国の野生鳥獣による農作物被害状況について（令和２年度）

○野生鳥獣による農作物被害額は近年減少傾向



特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律の一部を
改正する法律案の概要

22
（出典）環境省 特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律の一部を改正する法律案の閣議決定について 別添１：概要

令和4年3月1日 閣議決定
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※なお、洪水、土砂災害、地震（震度災害）、津波のいずれかの災害リスクエリアに
含まれる地域を「災害リスクエリア」として集計しています。

○日本全国の4災害影響人口

対象災害
リスクエリア内人口

(2015)
（総人口に対する割合）

リスクエリア内人口
(2050) 

（総人口に対する割合）

洪水 3,703万人（29.1%） 3,108万人（30.5%）

土砂災害 595万人（4.7%） 374万人（3.7%）

地震
（震度災害）

7,018万人（55.2%） 6,003万人（58.9%）

津波※ 754万人（5.9%） 597万人（5.9%）

災害リスク
エリア

8,603万人（67.7%） 7,187万人（70.5%）

○日本全国の将来人口推計
2015年 2050年

人口 12,709万人 10,192万人

※一部地域は津波浸水想定の
データがないこと等から、その地
域は含まれていません。

○災害リスクエリアの重ね合わせ図

（出典）国土交通省国土数値情報より国土政策局作

災害リスクエリアと災害影響人口

○我が国は、沖積平野など災害リスクの高い地域に人口と資産が集中している。



土地利用、建築物の用途等の制限（津波関連）

○津波防災地域づくり法に基づく津波浸水想定は昨年８月時点で内陸県以外の40都道府県中37道府県
で設定（うち現行計画策定後に14道府県で設定、５県で設定追加）されている。
○津波浸水想定に基づく津波災害警戒区域の指定は18道府県（うち現行計画策定後に16道府県で設定、
１県で設定追加）、津波災害特別警戒区域の指定は静岡県（伊豆市、平成30年３月）

（出典）国土交通省 総合政策局 「津波浸水想定の設定、津波災害区域の指定及び推進計画の作成状況」（令和4年1月14日現在）
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土地利用、建築物の用途等の制限（土砂災害関連）

○土砂災害に関しては、昨年９月末時点で全都道府県で計565,305箇所（平成27年度末から282,789箇
所増と倍増）が土砂災害特別警戒区域に指定されている。

（出典）国土交通省 水管理・国土保全局 「全国における土砂災害警戒区域等の指定状況グラフ（R3.9.30時点）」
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防災集団移転促進事業（概要）

○防災集団移転促進事業は、令和3年度に要配慮者施設の災害ハザードエリアからの移転に対する支援
が拡充されたほか、令和4年度から、空き地・空き家を積極的に活用できるよう運用改善が図られている。

（出典）国土交通省 都市局 「防災集団移転促進事業の概要」
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防災集団移転促進事業実施状況

○防災集団移転促進事業は、現時点では主に発災地域からの移転に活用されており、かつ平成17年～
18年の新潟中越地震に伴う移転が最後の活用事例となっている（東日本大震災関係を除く。）が、発災
前地域からの移転として、令和４年度から島根県美郷町において、事業に着手しているところ。

（出典）国土交通省 都市局 「防災集団移転促進事業実施状況（東日本大震災関係を除く）」
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